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1　はじめに

　本学では平成22年度以降の学部入学生を対象とし
て、教育課程の4年後期において教職実践演習の設置
が行われた。4年間にわたる教員養成課程での講義・演
習や教育実地研究などの学修を学生自身が振り返り、
学校教員に必要となる資質力量に関して到達具合を確
認するとともに、さらに補充・発展的な演習活動を展
開して更なる資質力量の定着や自信を喚起することに
よって学生の教職成長を促す目的で、教育職員免許法
施行規則の改正にあわせて設置が全国的に行われてい
る。この教職実践演習の本実施に向けて、各大学では
大学教育の質保証の議論とあわせて、教員養成課程に
おける到達目標の明確化や目標達成を判断するための
評価物の収集記録システムの導入、これらに基づいた
教育活動の試行などが展開されてきている。
　本学でも教務企画委員会での検討・決定のうえで、
教員養成課程を通じて学修状況の記録・保存を学生自
身が主体的に行うeポートフォリオシステムを導入し
たり、教員養成関連の一部の講義科目を抜粋したうえ
で育成する資質力量の観点を明確に設定した履修カル
テを作成して当該科目の担当教員が学生に対して観点
毎の合否判定を成績判定とともに行う制度を導入した
りしてきている。初等・中等教員養成課程で教員免許
状取得のために単位取得が必要である「教育課程及び
指導法に関する科目」に含まれる「各教科の指導法」、
いわゆる教科教育法科目に対しては、「教科の目標・内
容・方法（理論）」と「実践的判断力、構想力」とい
う2つの到達目標観点が設定されている。前者につい
ては、教科の教育的枠組みの理論的な理解を図り、教
科指導の計画・実践・評価に向けた判断基盤にさせる
目的で設けられたと見なせるものであり、担当教員間
で大幅に異なった解釈が発生することは殆ど無いと思
われる。では、後者についてはどうであろうか。この
観点の意味内容については多面的に解釈でき、かつ育

成方略も様々に設計できるものであるため、担当教員
によって多種多様な目標観を独自に設定して講義運営
を行ったうえで学生の達成を独自に評価することとな
る。したがって、学内で事前に取り扱い内容や育成方
法についてある一定範囲の共通理解を形成することが
なければ、統一的な指標を与える観点として大学が学
生に提示することができないのではないかと考えられ
る。
　本論文では、教科教育法科目に設けられた実践的能
力育成を主眼とした観点である「実践的判断力、構想
力」について解釈の多面性を指摘した上で、自己実践
から得た示唆を踏まえつつ教科教育法科目の性格との
整合を考察し、さらには他大学での到達目標観点の捉
え方・取り扱い方や教科教育法科目での教育活動実態
との比較から、本学の教育課程において講義科目と到
達目標観点をどのように最適化すべきかについて整理
していきたい。

2　実践的能力の解釈の多面性

　「実践的判断力、構想力」という用語が示す概念範囲
は広範囲にわたっている。教員が教育実践を展開する
には、①教科で取りあげる学習単元の目的・目標、取
り扱う学習事項・教材やその背景にある基本的概念に
関して、指導者に必要な判断基盤となる理解を行うこ
と（教科・単元・教材の理解）、②指導を受ける児童
生徒の既存の見方・考え方やその背景にある彼らの経
験、認知方略、集団行動様式について分析し、把握す
ること（学習者の理解と分析実技）、③指導を受ける
児童生徒が学習目標を達成するのに最適な授業方法を
検討し、指導計画や教材教具などの準備を適切に行う
こと（指導方法の理解と設計実技）、④計画に準じた
授業を実践しつつ、実際の児童生徒の言動に応じて適
宜、計画修正を行いながら指導効果を最大化すること
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（学習状況の理解と反省的実践実技）という4つの過程
で、教員が適切に判断・構想を行いながら教科指導を
推進していくことが重要である。このことから考える
と、次に示すようなポイントにおいて教科教育法科目
担当者における実践的能力の解釈が分かれ、多様な講
義運営が展開される現実が潜在的にあると考えざるを
得ない。

（1）知識理解の形成か実務能力の形成か
　人間が判断を行う際、判断後に受けるリスクを最小
化させるために、自身が最も適正と考えられる知識を
基盤にして、それに論理矛盾しない決着方法や結論を
採用しようとする。リスクが無ければ、適正さの吟味
は重視されずに、安易に刹那的な判断も行われる可能
性がある。教科指導について実践的に判断するという
ことは、最終的には判断が「行える」こと、つまり授
業設計や授業実践という「行為ができる」ことに帰結
してしまうわけであるが、教員としてのリスク、つま
り学習者の目標未到達について十分に考慮して授業設
計や授業実践を行おうとするならば、判断基盤となる
知識が適切かつ豊富に蓄積されることが必要となる。
言い換えれば、教科目標や教材の特性、教材に対する
学習者の反応特性、さらには学習指導案の記載事例や
授業実践事例等を具体的な学習文脈にのせて「知る」
こと、そして授業設計や授業実践について「多様性を
吟味でき、判断の構えができる」ことに重きが置かれ
ねばならないと言えよう。HowToだけではなく、意図
に応じたKnowHowが判断行為に伴っていなければ、
行為の説明責任（適正保証）を果たせないであろう。
「実践的判断力、構想力」という用語は比較的、「行為
ができる」ことを求めているように受け止められる場
合が多いように思えるが、「知る」こと抜きには適正な
実践は創造できない。どのようにウェイトを置くべき
か、議論が十分になされていない。

（2）計画設計の能力か反省的実践の能力か
　仮に、（1）において「行為ができる」と示した実務
能力の形成を前提として、ここではその本学における
講義での指導実施の範囲と限界について考えてみた
い。大学の講義では、理科授業の受け手となる児童生
徒が存在していない。授業構想、学習指導案の記載に
おいて具体的に学習者をイメージして判断したり、授
業を実践して学習者の反応を見て即興的に対応したり
するような、真に実践的な能力を発揮させる場面設定
を講義設計の中で用意することは原則的にできない。
また、15回の講義回数の中で60名規模の履修学生に対
して適切な時間幅で実践的能力に係わる指導を個別展
開するには無理がある。学生間のコミュニケーション
を通じて学習効果が集団内で広がってほしいという願
いも込めてグループによる模擬的な授業設計活動を行

うことが一般的であり、マイクロティーチングなど限
られた時間幅で模擬授業を実施させることは多くない
ように思われる。模擬授業を実施できたとしても、多
くは授業導入場面のドラマ試演（児童生徒役の学生の
予定調和的な反応による現実乖離した実践）の様相と
なることが多い。学生自身の授業設計や授業実践への
意欲喚起や、講義で理解した事柄や授業設計時の自身
の考えを模擬授業実践で行為化することの困難性、さ
らにはそれを経て得られる計画設計能力上の課題の明
確化が教育効果として得られるものと考えられる。し
かし一方で、授業設計演習（学習指導案作成）や模擬
授業実践の準備・実施時間の確保のために講義時間が
制限されることになり、このことが、判断基盤となる
多様性吟味のための「知る」ことを制限したり、実際
の児童生徒を対象に反省的に実践を行っていくことに
必要となる能力の形成へ目を向ける契機を奪ってしま
うことにもなりかねない。
　もちろん、このほかに反省的実践の能力の育成に係
わった取り組みとして、附属学校や公立学校での研究
授業協議会への参加を促してレポート制作活動を導入
したり、理科授業VTRの視聴等を講義内で交えたり
することにより、必要となる授業観察・吟味の視点づ
くりを図る取り組みも行われてきている。しかし、人
間が行う観察というものは、彼らに既存の知識構造の
枠組みやそれに呼応して生起される意欲に基づいて行
われる行為であり、観察を行う際に自身の意識に想起
された見方・考え方に適合するように事実認識活動を
行っていくものである。よって、自身に都合の良い生
起事実のみ記載を行い、他者に主張したい意見が無け
ればまとめ直すことも無く、そのままを報告すること
に留まるであろう。このような特性が学習の阻害要因
となって、貴重な学習機会を提供したとしても必ずし
も十分な実施成果が得られていない場合も少なくな
い。観察時に学生に対して求められる観察すべき事項
やその視点を詳細に伝えたり、授業の基盤となる教員
の教材観・生徒観・指導観の理解・設定内容を伝えた
りしなければ、授業展開や指導の必然性を理解するこ
とはできないであろうし、それらを踏まえたうえで適
正な判断を下して授業実践の解釈を行い、意見を表明
することはさらに難しいであろう。他者からの代替提
案、疑義などがない状態で、自らの見方・考え方を意
識したり、確信度を変化させたり、他の見方・考え方
を吟味すべく注意深い観察を行ったりすることはでき
ないことから、教員の立場から児童生徒を捉えてその
上で彼らに適切な授業を検討するといった教職専門性
に初めて触れる大学生に対しては、適切な指導助言者
が教育にあたることが極めて重要となる。
　真に児童生徒に対して適切に「行為ができる」こと
を大学教育が保証するのであれば、あくまでも教科教
育法科目と教育実地研究とが連動して展開できる環
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境の中で理論的理解と実践的演習を往還させながら、
「知る」こととともに実務能力の具体を分析させ、それ
らを理解・獲得させたうえで、授業の設計や模擬実践
に展開していけるように事例的演習をさせ、可能であ
れば実際に児童生徒向けに実践することにより次の実
践機会に反省を活かしていくことを促せるようなカリ
キュラムを用意することが必要であると考えられる。
また、能力育成を平準化させて統一的に進める手立て
として、かつ、他者作成の学習指導案が示す指導特性
を基盤や本時案から短時間に容易く読み取り吟味でき
るための道具として、教員養成課程の間で学生が公式
に閲覧したり作成したりする学習指導案については記
載様式の統一を大学主導で図ったうえで、大学の講義
や実習校での指導で共通に使用することも必要だと考
える。

（3）教員視点の能力か学習者視点の能力か
　教育という「人に為す」ことを行う教員を養成する
にあたり、為すことの対象となる学問内容や典型的な
教授方法のみを知って、それに則って人に伝達するこ
とに備えさせるということが養成教育に求められてい
る性格そのものではない、という立場から本論文を展
開していることは周知の通りである。教員による一方
的な押しつけではなく、学習者集団との相互的な活動
の中で教育が展開されねば求められる到達目標が達成
されないことを前提に置いて学校教育が設けられてい
るわけであるから、医者が患者に処方を行うように、
教員は教育を享受する学習者の実態を踏まえた上で、
最も適正な教材教具や教授方法を選択・編成して、彼
らに最大の学習効果をもたらすことを目指して実践に
意欲を持って取り組んでいる姿を理想と考えるべきで
あろう。
　よって、教員の持つべき能力というものは、一方向
的に伝達するのに相応しい言語能力や実技能力のみを
指しているわけではない。学習者が学習時に示してい
る困り感を取り出し、問題解決の必要性を意識化させ
た上で、様々な解の可能性に触れながらそれぞれを受
け止めて理解していきながら、最も妥当な解と判断で
きるものを選択し、自己の中で価値付け、自信を持っ
て解答を示していけるように促していくことが教科指
導において必要となるため、学習者による学習や論理
思考の支援に必要となる言語や認知の分析能力、集団
を対象としたコミュニケーション能力、さらには学習
者の見方・考え方を引き出させるために必要となる表
現技法の育成能力や学習環境経営能力が求められるで
あろう。しかしながら、これらの重要性について教科
教育法科目担当者が理解を持っていたとしても、多数
の教科教育法科目の中で各々の科目がどの範囲まで網
羅した講義を展開していくかについて、情報交換や意
見形成のための議論がなされていない。また、そもそ

も学生の持っている、伝達に相応しい言語能力や実技
能力の実態を踏まえて対応するような講義科目の設置
がなされていないことから、教育実地研究での事前指
導においてこちらを優先して指導助言することがまず
要請されていることも現状として認識するところであ
る。教科教育法科目においては現在のような個別教科
による講義科目だけでなく教科間を連携した演習科目
を設置してこれらの問題に協働して取り組んだり、教
育実地研究での事前・事後指導の教育内容について実
施担当者間で積極的に議論をした上でコーディネー
ションの改善などを図った上で、教員視点の能力の確
かな獲得を図るとともに、その上で学習者視点の能力
の獲得を意識化させ展開できるように改善を行う必要
があるように思える。

3　�他大学での教科教育法科目における�
実践的能力の捉え方

（1）�島根大学教育学部における実践的能力の育成支援
システム

　著者が過去に所属していた島根大学教育学部（学生
1学年あたりの所属が170名）では教員養成特化型の
学部改組に合わせて、2006年度から学部の専門教育と
1000時間体験学修領域（学校教育実習・教育ボラン
ティア体験・教育臨床カウンセリング演習から構成さ
れる必修の学修活動）を通じた学生の自己評価を支援
する「プロファイルシート・システム」が本格導入さ
れた。このシステムでは、学部で策定した以下に示す
3つの分野からなる評価規準と「10の教師力」を評価
軸として設けている。

〈島根大学教育学部の10の教師力〉
教育実践力（4）：�学校理解，学習者理解，教科基

礎知識・技能，授業実践研究
対人関係力（3）：�リーダーシップ・協力，社会参

加，コミュニケーション
自己深化力（3）：�探求力，教師像・倫理，リテラ

シー

さらに、学生が所属する専攻毎に、10の教師力の各々
に対して設定されるの具体内容を提示すべく、下位に
合計30項目程度の評価小項目を独自に用意したうえ
で、各小項目の「おおむね達成」レベルを明示し、それ
に合致するかどうか判断させる質問文を与えて学生に
到達度を5件法で回答させ、自己評価を行わせている。
また、各専門科目は講義シラバスの目標欄において、
これら評価小項目のうちどの項目と係わって講義が設
置されているのか講義担当教員の意思で決定・明示さ
れており、学生は講義にリンクされている評価小項目
と講義の成績判定を参考にしながら自己評価を行って
いる。10の教師力の策定にあたっては講座横断的に
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委員を編成されたWGによってトップダウン的に用意
されたものの、専攻での評価小項目の設定や各講義で
の対応の詳細については講座内の教員の意思や協議に
よってボトムアップ的に用意されているところに、到
達目標に対する各教員の肯定的な関わり方や講義の実
際との調和、学部全体での調和の形成が図られたもの
となっていると考えられる。
　このほかにも、2004年度の改組時に新たに発足した
小学校教員養成を担う初等教育開発講座（学生1学年
あたり50名規模）では、初等の各教科教育法科目や、
講座独自に用意した授業設計・授業実践の実践的能力
開発に向けた専門科目の中で学生に行わせる模擬授業
活動を通じた学修に生かすために、教科教育法科目担
当教員の協働で編集したワークシートにおいて、小学
校教員に必要となる実践的能力を明示し、学生の自己
の取り組みについて記載をさせる取り組みを展開して
いた。このような取り組みも、教科を横断した実践的
能力への意識化やその達成に向けた到達度確認におい
て学修効果を促進させる道具となっているように考え
る。

（2）�フィンランド・ユバスキュラ大学教育学部における
理科教育法の講義改革

　ユバスキュラ大学教育学部の理科教育法科目では視
察を行った2007年当時、講義改革が担当教員間の共同
研究に位置づけられて進められていた。20名前後の学
生が履修する、教科指導の実践的能力の育成に主眼を
置いた講義について、その講義展開や取り入れる活動
に関して研究協議や試行実践による検証が行われてい
た。「教科の内容構成の分析」「学習者の認知に関する
調査」「教科指導の構成」という3つの要素を履修期間
内に4ステップで行き来して学修を進めていく講義展
開スタイルを試行しており、学生による学修効果を分
析たうえで展開の修正案を立案し、次年度にはさらな
る試行に取り組まれていた。特に、「学習者の認知に関
する調査」に関して特徴があると考えられる。学生に
とって外国語である英語の理科教育学術論文の講読報
告が講義内で求められており、学習者が理科授業を通
じて表出した日常知や誤概念、教授方法による学習者
の概念転換への効果などに関して最新の理論や分析結
果を取得する練習として機能させている。反省的実践
家として自らが行う教育に責任を持つことを是とする
フィンランドの教員として、採用された後にも継続し
て行うであろう教育研究においても英文学術論文の講
読を通じた知識の新規取得を促すような教育プログラ
ムとして位置づけているように考えられた。
　卒業研究ゼミナールの一環として、理科教育の英文
学術論文をゼミ学生に講読・報告させることは日本で
も多々見られるが、それはあくまでも卒業研究の指導
推進のための道具の一つという位置づけで行われてい

る場合が多い。教員の資質力量の生涯学習的視点から
教育活動に位置づけるということは学部段階では前提
に無く、どちらかといえば大学院段階での前提、つま
り良き指導的教員の育成のための前提になっていると
判断される。外国語の言語能力の使用が障害となって
は意味は無いが、せめて母国語による理科教育学術論
文の使用を見据えた教科教育法科目の講義・演習の実
施についても、授業での学習者の学習文脈の多様性を
知ることを重視するうえでは検討に値するのではない
かと思われる。

4　まとめ

　本学の教育課程において講義科目と到達目標観点を
どのように最適化すべきかについてまとめると、次の
事項が指摘できた。

○�実践的能力については、まず大学での教科教育法科
目の講義として取り扱うべき内容の枠組みや採択範
囲、決定方法をトップダウンで整備した上で、各講
義における設定を担当者の裁量で設定させるボトム
アップ的手法を導入した上で、コーディネーション
を図ることが必要であること。

○�実践的能力の育成の際は、行いを為すことだけに評
価を置くのでは無く、行いを判断するために必要と
なるための知識理解の蓄積にも目を向け、学生に
とって判断基盤とするに十分な知識や事例分析経験
を提供できているか、また、教育実践の文脈に則し
て授業参観や模擬授業実践の際に担当教員が指導助
言を適正に提供できているか、詳細に吟味して機会
を提供することが望ましいこと。

○�大学で公式に使用する学習指導案の様式を確定する
など、実践的能力の学習環境を整備して、継続的な
到達度の評価を講義担当教員や学習者自身が行える
ように配慮することが好ましいこと。

これらの指摘を念頭に置きつつ、検討・対応が可能な
事項から、まずは自身の教科教育法科目の実践におい
て展開を試みたいと考えている。
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